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は　じ　め　に
　就労は，統合失調症の人の社会参加の中で近年
最も大きく向上した領域である．それには社会制
度の変化による影響が大きい．障害者雇用促進法
の改正により，精神障害者が雇用率に算定される
ようになった影響で，精神障害者の一般企業への
就職は右肩上がりに増加しているし，以前では考
えられなかった有名企業でも統合失調症の人たち
が働くことが可能となった．また，総合支援法な
ど福祉的就労を助成する制度によって，就労移行
支援事業が飛躍的に増え，一般企業もこの事業に
参入するようになった．就労移行支援A型事業所

では，法定の最低賃金を保障するようになり，か
つての作業所のイメージ（わずかな工賃しか支給
されない）ではなくなった．もちろん，課題はた
くさんある．医療側の就労支援技術が追いついて
おらず，雇用側・福祉側から，医療への不満が大
きくなっているし，支援技術の未熟さからいった
ん就職しても離職が多くなっている実態がある．
また障害者雇用が増えているといっても，若い人
の人生との葛藤がある．最低賃金を保障するとは
いえ，「今の給料では結婚できない」という悩みが
あり，また特例子会社などの環境では「普通の人
と同じ仕事ではない」不満がある．

第 112回日本精神神経学会学術総会

統合失調症の人が働くことを支援する
―精神科医にできること―

池淵　恵美（帝京大学医学部精神神経科学講座）

　社会制度の変化により統合失調症の人の就労は近年改善したが，医療側の支援技術が追いつか
ず，雇用側・福祉側から医療への不満がある．重い精神障害の人に対しては，まず就職してその
うえで援助を受けながら仕事を続けていく「援助付き雇用」が一般就労には有用であることが，
多くの研究報告によって明確になっている．これまでのエビデンスで効果があると推定されてい
る支援方法には，就労支援を行うものと医療やリハビリテーションを行うものとが同一のチーム
で援助する方法などがある．診察室の中で精神科医にできる就労支援として，①本人の育った過
程や価値意識を知り，どのような働き方（生き方）をしたいと思っているかを踏まえて支援する，
②精神障害についての心理教育，③働く力を知るために実際の活動を共体験している専門家をは
じめ，雇用側・福祉側との緩やかなチームを形成する，④症状の悪化を仕事や生活の変化と結び
付けるための現場の情報収集などについて述べた．

＜索引用語：統合失調症，就労支援，援助つき雇用，デイケア，就労支援機関＞
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　グローバルにも，社会のありようと精神障害者
の就労とは関連している．例えばイスラエル全体
で登録されている精神科病院入院患者の調査9）に
よれば，初回入院の統合失調症の場合，最低賃金
以上の仕事に就いている人の割合は 10.6％（双極
性障害では 24.2％），2回以上の入院の場合，統合
失調症 5.8％（双極性障害 19.9％）と厳しい数値と
なっている．おしなべて先進国では，通常の就労
を維持できる割合は 1割程度であるとする報告が
多い．生活障害がある人に対して多様な「働き方」
を提供できるかどうかが，その社会の成熟度にか
かわるといえるかもしれない．一方，第 1次産業
主体の農・漁村や家族との同居が一般的な社会で
はこの割合がもっと高くなるなど，文化依存的で
ある．
　統合失調症の人たちだけでなく多くの精神障害
者が，社会の中で働くことを望み，それによって
回復を果たしていく．しかし，疾病に伴う生活障
害（disability）がその桎梏となり，通院などの負
担や社会的偏見もそれに重畳する．私たちはそれ
に対してどのようなことができるだろうか．本論
では，精神科医が診察室の中でもできる，もしく
は多くの就労支援の専門家が果たしてほしいと
願っている精神科医の役割に的を絞って論じてみ
たい．なお，本論は重度の持続的な精神障害をも
つ人を主な対象としている．生活障害が軽度であ
る不安障害やうつ病におけるリワーク支援など
は，また異なる支援が必要であることを付記した
い．

Ⅰ．統合失調症をはじめとする重い精神障害の 
人への就労支援のエビデンス

　1． まず就職して，そのうえで援助を受けなが
ら仕事を続けていく「援助付き雇用」が一般
就労（障害者向けではなく一般の人も働ける
ポストに雇用されること）には有用である

　米国ではそれまでの職業リハビリテーションの
反省から，知的障害者などを対象にして訓練機関
でのトレーニングを長く行うのではなく，実際の
職場でサポートを受けながら定着を図る援助付き

雇用（supported employment）の手法が生まれ
て，1990年代には精神障害に対しても実施される
ようになった．そしてその成果をレビューした論
文が出されて，援助付き雇用の優位性が確定し
た3）．その後 2001年には Crowtherら7）が体系的
なレビューを行ったが，重度の精神障害を対象と
する援助付き雇用では，就労前のトレーニングや
通常の地域ケアに比べると，一般就労に至る率が
高かった（援助開始 12ヵ月での時点でそれぞれ
34％，12％）．コクランデータベースの体系的レ
ビュー8）では，援助付き雇用は，就労前の職業リ
ハビリテーションに比較して，一般就労率で有意
な効果があること，しかし症状や QOLでは差が
ないことを示している．また，援助付き雇用の中
でも Individual Placement and Support（IPS）が
重度の精神障害をもつ人にとって最も効果が明ら
かであるとしている．Lehmanら12）は 219名の重
い精神障害の人たちを無作為に IPSもしくはリハ
ビリテーションプログラム（総合的な心理社会的
プログラムの一部に就労支援があるが個別のアウ
トリーチなどの支援はしない）に割り付けて 2年
間追跡したところ，何らかの仕事に就いた人の割
合は42％対11％と有意差があった．Hoffmanら10）

は援助付き雇用で一般就労しても離職が多いので
はないかというそれまでの懸念に対し，5年間の
調査により援助付き雇用の効果は持続することを
示した．

　2． 医療・リハビリテーションと就労支援の統
合モデルの有用性が高い

　精神障害に対する援助付き雇用の代表的手法と
なったのが IPSモデルで，医療・リハビリテー
ションと就労支援を統合した支援を行うところが
その大きな特長の1つである．Cookら5,6）は福祉・
就労・医療の統合の度合いによって就労の達成率
が異なることを検証した．7施設で 1,273名の重い
持続的な精神障害をもち，就労の希望のある人を
無作為に 2群に振り分け，高い統合群と低い統合
群とで比較したところ，高い統合群のほうが有意
に一般就労を達成した率や月 40時間以上働けた
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率が高かった（達成率 58％対 21％，40時間以上
率 53％対 31％）．
　Mueserら15）は 204名の重度かつ持続的な精神
障害をもつ人で，就労希望があるが職のない人を
対象に，IPS群（精神保健センターで，医療，リ
ハビリテーション，援助付き雇用を包括してサー
ビス），PSR群（心理社会的リハビリテーション．
わが国でいえば過渡的雇用のプログラムがあるデ
イケア），通常の治療群（外来のほかに希望によ
り，PSRに参加することも援助付き雇用のサービ
スを受けることも可能だが，それぞれ別の機関で
実施される）を無作為割り付けで比較したが，
24ヵ月の追跡の結果，20時間以上働くことができ
た人の割合（IPS群 33.8％，PSR群 4.5％，通常の
サービス群 13.0％），労働に伴う 2年間の総収入
（IPS群 2,078ドル，PSR群 239ドル，通常のサー
ビス群 618ドル）などいずれも，IPS群が有意に
優れていた．

　3． 援助付き雇用を補完するプログラム
　これまでの効果研究で明らかなように，IPSが
一般就労率について優れた成績を上げている．し
かし IPS群においてさえ，障害者本人にとって
「満足できる数字」であるのだろうか．例えば得ら
れた収入は，まだまだ自立して生活するには不十
分であることがわかる．重い生活障害を補うため
に，援助付き雇用は，人的環境を整えることで障
害をもつ人でも働くことを可能にする．それに対
して就労してからの社会生活技能訓練（social 
skills training：SST）や認知機能リハビリテー
ションなどは，こうした障害を改善し代償するた
めの支援である．
　就労維持を目標とする SSTとして，Wallace
ら16）は「職場での基本的なスキル」モジュールを
開発している．仕事をすることでどのように生活
が変わるか，職場で期待されること，自分の力を
生かすのはどのような仕事か，ストレスや症状に
どう対処するかなどを学習し，スキル練習する構
成となっている．
　Wexlerと Bell17）は認知機能リハビリテーショ

ンと職業リハビリテーションとの包括的実施を以
前より試みている．彼らの治験によれば，介入終
了時点では認知機能リハビリテーションの有無に
よる差は明確ではなく，その後の追跡期間におい
て有意差が出現した．支援がなくなってからの就
労の維持に対して認知機能リハビリテーションが
有効であることになる．また，認知機能リハビリ
テーションで有意な認知機能の改善を示した個人
は，就労率が高かった．McGurkら13）も援助付き
雇用に認知機能リハビリテーションを加えること
で，就労転帰を改善する試みを行っている．認知
機能リハビリテーションでは合計24時間，さまざ
まな認知機能を標的としてトレーニングを持続し
たが，認知機能技術者は就労カウンセラーととも
に，就労相談や職場での援助などを行った．12ヵ
月間の結果は，さまざまな就労の転帰指標で援助
付き雇用プラス認知機能リハビリテーション群が
優れていた．さらにMcGurkら14）はこれまで援助
付き雇用で就労に至らなかった人たちを対象に認
知機能リハビリテーションを実施して，その就労
転帰の改善を報告している．

Ⅱ．一般就労を目標とするときに効果のある 
就労支援方法のエッセンス

　これまでの就労支援のエビデンスに基づいて，
効果があると推定される支援方法をまとめた．
① 就労支援と生活支援やリハビリテーションは，
同一のチームで援助する2）．同一の専門家（も
しくは同一のチーム）がインテーク，関係づく
り，アセスメント，就労（プレイスメント），そ
して継続・同行支援などの就労支援サービスを
一貫して行う．
② 職業能力の評価は，実際の職場かもしくは類似
の環境で実際の労働を行ってもらい縦断的に観
察することが，最も予測性が高い4）．精神症状
の評価や，検査室で行われる適性検査などでは
その後の就業を十分予測できない．受け身の検
査室での機能と，実世界での社会的状況のもと
での仕事や能動的な取り組みは，異なる脳機能
が要請されるからである．
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③ 一般就労を目標とするのであれば，対価を伴わ
ない労働や福祉的就労を継続するよりも，はじ
めから収入の得られる場での労働を援助するほ
うがよい．長い就労前訓練はむしろ士気の低下
を招く場合がある．しかし，障害者本人にまだ
就労の希望がはっきりしない，体力や症状など
が不安定で今後改善する可能性が大きいなどの
場合，準備のための「働く練習の場」（例えばデ
イケアや就労移行機関）が役立つ．

④ 就労後の援助は継続して行われるべきである．
精神障害者は，ストレスにもろいことや自身の
能力や耐性を十分内省することが難しいことな
どから，仕事を辞めやすい．これを防ぐために，
就労前の必要な準備とともに，就労後も継続し
てサポートする体制が重要である．

⑤ 障害者本人の希望や志向を尊重して職業選択を
考慮すべきである．例えばBeckerら1）は重度の
精神障害をもつ 143名を調査して，希望した職
業に就いた人のほうがそうでない人と比べて 2
倍も仕事が持続し，また満足度も高かったと報
告している．しかし，障害者雇用枠では好むと
好まざるとにかかわらず，一般的には未熟練者
向けの入門レベルの仕事が多く，学歴はあって
も，また専門的な仕事への希望があっても，事
務補助程度の簡単な業務を任されることがほと
んどである．はじめは負担のかからない仕事か
ら入って徐々にステップアップできるような，
仕事の上でのキャリア育成の視点が，これから
は障害者雇用にも求められるだろう．

⑥ 就労することに伴う生活の変化，ことに生活保
護や障害年金などの経済的問題については，あ
らかじめ障害者本人と十分検討しておく必要が
ある．

⑦ サービスを利用することに困難がある人に対し
て，こちらから出向いて（アウトリーチ）サー
ビスを提供する．重い精神障害の人では，能動
性・計画性にしばしば障害があるところから，
専門家から出向いて継続的なサービスを行う支
援が重要である．

Ⅲ．診察室の中で精神科医にできること 
（してほしいこと）

　1． 当事者がどのような働き方（生き方）をした
いと思っているか，よく聞いてほしい

　丁寧に生活歴や家族歴を聴取することは初診で
行われるが，その中で意識的・無意識的な価値意
識がみえてくる．なかでもクラブ活動や趣味な
ど，好きだったこと・得意だったことや，対人交
流の特徴が大切である．家族に共有されている価
値意識も大きな影響がある．本人の気づいていな
い自己価値観に突き動かされて，初発の時点でめ
ざしていた仕事や目標に，発病後も長く固執する
ことがよくあるが，家族や生育背景から理解でき
るし，そうした本人の価値意識をよく理解し，そ
のうえで現実にできることとの折り合いをつけて
いくのが精神科医の腕の見せ所である．誰でも同
じことだが，やりたくない仕事は続かない．しか
し社会人として「自分にできること」を続けてい
き，経済的にも親から自立することは，社会の中
での成熟であり，本人の成長をもたらす．

　2． 精神障害についての知識（病名，症状，どの
ような治療が必要か，仕事への影響，症状と
の付き合い方）について，診察室での説明と
ともに，可能であれば仲間と心理教育を受
ける経験を提供してほしい

　自己についての直接的な情報とともに，客観的
な情報を学ぶことによって，精神障害の自己への
影響を知ることができるし，社会生活を設計する
基礎知識の 1つになる．

　3． 当事者の力〔作業能力，対人能力，セルフモ
ニターの力（症状，自分の感情，疲労度な
ど）〕を知るための場を工夫してほしい

　診察室の中だけでこうしたことを理解すること
は無理であり，専門家とともに社会生活を「共体
験」していく機会が必要である．具体的には，デ
イケアなどで集団での課題達成を一緒に経験した
り，本人が生き生きと元気になる体験をすること
で，本人の持ち味がわかり，本来の力をどうした
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ら引き出せるかを，支援者がつかむことができ
る．また，やれたことを十分に共有することが，
その後の職場での苦しい体験を乗り越える力とな
る．躓くときのパターンもわかる．そのために本
人と共体験して，それを一緒に言葉にして共有す
る支援者（専門家）が必要である．

　4． 仕事をする力を学ぶ場を提供してほしい
　職場実習が役立つし，試行錯誤できる場がほし
い．そのためには「共体験」した支援者と，就労
支援の専門家や雇用側の人たちとがつながる緩や
かなチームが必要になる．気心の知れた就労移行
支援機関が 1ヵ所あるだけでもよい．医療・福
祉・労働というお互いの異なる立場をわかり合え
る関係性や，うまくいった事例の共有がチームを
支える．

　5． チームの中で，一緒に動いてくれる人が必
要である―窓口での対応やあっせんだけ
ではうまくいかない―

　ハローワークを利用し，どのような勤務形態を
選択するか，履歴書の書き方，職場面接など，言
葉での説明だけでは成功しない．共同作業してく
れる専門家が必要である．

　6． 症状の悪化は職場や生活のストレスから起
こるので，仕事や生活の上での主観的・客
観的変化を聞いてほしい

　当事者が気づかないことも多いので，緩やかな
チームからの情報が一番役立つ．
　「幻聴が増えているので，主治医に相談しなさ
い」と職場で言われて臨時受診，というケースは
多いが，薬物増量や職場を休ませる対応は必ずし
も正しくない．ある女性はしばしば職場で幻聴が
増悪するが，その誘因はいくつかあり，「間もなく
契約更新がありそれが不安，仕事がうまくできて
いないと本人が気にしている」「ちょっとした失
敗がきっかけで，スタッフがどう思っているか不
安になっている」「自宅で母親に『お嫁に行くこと
も考えなさい』と言われた」などであり，それぞ

れへの対処をすることで，薬物増量しないで乗り
切れる．その際に職場の情報など緩やかなチーム
の助けが必要である．また集団の中での行動パ
ターンがあらかじめわかっていると，何がストレ
スになっているか予測しやすい．新しい仕事が増
えるとわかり，張りきって将来の昇進をめざして
仕事して，空回りして疲れてしまう，逆に新しい
仕事の不安や負担感から，不眠や身体症状が出
て，朝起きられなくなってしまうなどである．

　7． いつも生活や仕事の様子を気にかけて，本
人の頑張りをねぎらってほしい

　本人の価値観に沿った評価を心がける．

Ⅳ．多様な働き方（生き方）のできる社会に
　本論はすべての精神障害者が一般企業で働くこ
とを目標とするものではない．さまざまな障害者
への就労支援制度が整備されてきてはいるもの
の，実際に一般社会で働けている人はまだ少数派
である．その背後には，働くことをあきらめてし
まった人たちや，自信を失ってチャレンジしよう
としない人たちもたくさん存在する．仕事を続け
ていくことを選ばなかった人たちが，その人たち
にとっての「満足できる生活」を見出していける
ような社会でもある必要がある．20～40代ころま
では就労にチャレンジしても，その後は自分なり
の生き方をもう一度模索するようになる例もみら
れる．一人暮らしや，結婚して自分の家族をもち，
子育てすることへの期待や支援のニーズも大きい．
　再発や再入院のみられる家族では，特に家族の
高齢化に伴って一人暮らしや経済問題が課題とな
る．どう社会で支えていくのか，合意作りが必要
である．
　社会参加する人が増え，よりよい生活を求めて
いくうえで，身体的健康の問題はゆるがせにでき
ない．医療による管理という視点ではなく，どの
ように当事者に身体的健康への関心をもってもら
い，自己管理するスキルを身につけてもらえるか
が課題であろう．
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お　わ　り　に
　今の病態理解や治療技術では，残念ながら十分
改善しない障害がある．神経認知機能障害，意
欲・発動性の低下・社会的興味の消失，持続的な
対人過敏・被害的傾向と引きこもり，病識欠如，
ストレスへの脆弱性などである．そうした事態に
ついて理解し，当事者や家族とも共有すること
は，適度な医療への期待（過剰な薬物療法の期待
の防止）と，当事者や家族自身の人生を求める自
立の姿勢とのバランスを期待することができる．
リカバリーのプロセスの中でその人なりに生きら
れるようになることで，一般就労できないことが
問題点ではなくなることも起こる．治療者はリカ
バリープロセスに伴走する姿勢をもち，可能な限
りそれを助けていく11）．
　生活障害に対する脳科学の発展や，社会で多様
な働き方を支えるための制度の改善によって，重
い持続的な精神障害をもつ人が「当たり前に仕事
ができる」ことを可能にしてほしい．本論がそう
したことへの 1つの階段となれば幸いである．

　なお，本論文に関連して，開示すべき利益相反はない．
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Supporting the Working Lives of Persons with Schizophrenia as a Psychiatrist

Emi IKEBUCHI

Department of Psychiatry, Teikyo University School of Medicine

　　The working lives of persons with schizophrenia have been improved since the recent 
changes of labor policies and welfare systems. However, the dissatisfaction of professionals sup-
porting working lives through labor or welfare systems with psychiatrists has been increasing 
because of a shortage of psychiatrists with supporting skills many studies have verified the 
efficacy of supported employment（place‒then‒train policy）for persons with schizophrenia and 
other severe mental illnesses to be competitively employed. Evidence‒based practice of sup-
ported employment requires professionals supporting employment, rehabilitation, and medical 
services to be on the same team. A psychiatrist in an out‒patient service can support the 
working life of a schizophrenia patient as follows：interviewing family and obtaining life his-
tory to know the value system and strength of the patient would be useful to understand their 
hopes and preferences regarding working life；psychoeducation on mental disorder；creating 
one team（a psychiatrist, a professional who can co‒experience real‒world life with the patient, 
a vocational service specialist, and employer）, the members of which have contact with each 
other；collecting information on the working life to understand the reason for the exacerba-
tion of psychiatric symptoms.

＜Author’s abstract＞

＜Keywords： schizophrenia, vocational rehabilitation, supported employment, day treatment, 
agency for supporting employment＞
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